
  

様式例（法第 31条第３項第５号関係） 

○ 財産目録 

 

財　　産　　目　　録

2023年3月31日現在

（単位：円）

科　　　　目

Ⅰ

1 流動資産

(現金・預金）

現金預金

ゆうちょ銀行総合口座（上大岡駅前） 7,599,393

ゆうちょ銀行振替口座（上大岡駅前） 11,396

手元現金 16,265

（その他流動資産）

7,627,054

2 固定資産

建物付属設備 390,076

什器　備品 1

390,077

資産合計 8,017,131

Ⅱ

1 流動負債

預り金

3,000

流動負債合計 3,000

負債合計 3,000

正味財産 8,014,131

特定非営利活動法人  消費者支援かながわ

金　　　　額

資産の部

負債の部

2023年度正会員会費

 

 

  上記は本法人の２０２３年３月３１日現在の財産目録に相違ない。 

   

  特定非営利活動法人消費者支援かながわ 

 

    理事長 武井 共夫 

 

 

 

 



  

様式例（法第 31条第３項第５号関係） 

○ 貸借対照表（報告式） 

貸 借 対 照 表 

2023 年 3 月 31 日現在 

 

 特定非営利活動法人 消費者支援かながわ   

（単位：円） 

科　　　　目

Ⅰ

1 流動資産

(現金・預金）

現金 16,265

預金 7,599,393

振替口座 11,396

(その他流動資産）

流動資産合計 7,627,054

2 固定資産

建物付属設備 390,076

什器　備品 1

固定資産合計 390,077

資産合計 8,017,131

Ⅱ

1 流動負債

預り金（2023年度正会員会費） 3,000

流動負債合計 3,000

負債合計 3,000

Ⅲ

前期繰越正味財産 8,239,858

当期正味財産増減額 -225,727

正味財産合計 8,014,131
負債及び正味財産合計 8,017,131

金　　　　額

資産の部

負債の部

正味財産の部

 

 

 

 

 

注１ 用紙の大きさは，日本産業規格Ａ列４番とすること。 

 ２ 前事業年度の末日現在における資産，負債及び財産を記録する。 

 ３ 法第 28条第１項各号に規定する財産上の利益については、区分して計上すること 



  

 

様式例（法第 31条第３項第５号関係） 

○収支計算書 

 

2022年度  収支計算書 

 

  2022年 4月 1日 から 2023年 3月 31日まで 

 

特定非営利活動法人 消費者支援かながわ   

（単位：円） 

 

科       目 金　　　額
Ⅰ

1

1,096,000 個人92名　団体9団体
95,000 1,191,000 個人17名　団体1団体　

2

192,000 192,000 神奈川県消費生活相談員ネットワーク
カネボウ美白化粧品被害救済神奈川弁護団ほか

3

0
493,027 493,027

4

0
5

61
1,000 1,061

1,877,088

Ⅱ

1

(1 ) 人件費

給与手当 0
法定福利費 0
人件費計 0

(2 ) その他経費

消耗品費 6,530
印刷製本費 58,365 検討委員会コピー代、シンポジウム資料代
調査研究費 20,000 消費者のつどいアンケート
会場費 6,600 シンポジウム会場費
旅費交通費 23,784 適格消費者団体連絡協議会（東京会場参加）ほか
通信運搬費 83,888 ＮＥＷＳ発送費
広告宣伝費 264,000 ＮＥＷＳ10号、11号発行

支払い報酬 616,142 シンポジウム・学習会講師謝金、差止請求訴訟弁護士費用ほか

諸会費 3,000 消費者のつどい分担金
租税公課 63,858 弁護士費用・講師謝金の源泉税
雑費 2,420
その他経費計 1,148,587

1,148,587

2 管理費

(1 ) 人件費

給与手当 289,780
法定福利費

人件費計 289,780
(2 ) その他経費

消耗品費 31,395
減価償却費 110,732 事務所間仕切り工事
印刷製本費 33,848 コピー代
会場費 11,640 総会会場
旅費交通費 81,320 事務所滞在要員交通費ほか
通信運搬費 137,809 電話、宅配便、郵便
広告宣伝費 5,238 HPサーバー料金
諸会費 10,000 消費者スマイル基金
地代家賃 166,536 事務所管理費
水道光熱費 61,240 事務所水光熱費
支払い報酬 10,000
雑費 4,690
その他経費計 664,448

954,228
経常費用計 2,102,815

当期正味財産増減額 -225,727
8,239,858

次期繰越正味財産額 8,014,131

その他収益

賛助会員受取会費

受取寄附金

雑収益

経常収益計

事業費

受取公的助成金

事業収益

令和4年度神奈川県消費者行政推進事業費補助金

備　　　考

受取民間助成金

前期繰越正味財産額

受取利息

経常収益

受取会費

正会員受取会費

受取寄附金

受取助成金等

事業費計

管理費計

経常費用

 



様式例（法第３１条第３項第５号関係） 

○事業報告書 

令和４年度の事業報告書（令和４年４月１日から令和５年３月３１日まで） 

 

特定非営利活動法人 消費者支援かながわ  

１ 事業の実施に関する事項 

 

（１）差止請求関係業務 

業務名 

(定款に記載した

業務) 

業務内容の詳細 
当該業務の 

実施日時 

当該業務の 

実施場所 

従業者の 

人数 

収支計算書の 

支出額 

（単位：千円） 

不当約款・不当勧

誘行為及び不当な

事業活動の差止請

求その他の是正活

動事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１．検討委員会の開催 

  消費者被害情報に基づき、事例の選定・調査・検討を 

行い、各事案について事業者へ是正を求める申入書を作 

成し、検討委員会での検討後、理事会へ具申した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2022.05.23 

 

2022.07.11 

  

2022.09.12 

  

2022.11.18 

 

2023.01.30 

 

 2023.03.20 

 

 

 

かながわ県民

センター 

かながわ県民 

センター 

かながわ県民

センター 

かながわ県民

センター 

かながわ県民 

センター 

かながわ県民

センター 

 

 

検討委員、理事 

事務局 20名 

検討委員、理及 

事務局 14名 

検討委員、理事 

事務局 17名 

検討委員、理事

事務局 16名 

検討委員、理事

事務局 15名 

検討委員、理事

事務局 22 名 

 

 

       29 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．事業者に対する差止請求等申入活動を行う為の理事会 

の開催 

   検討委員会にて調査・検討された不当条項等を使用 

  していると思われる事業者に対する申入れについて、 

理事会の承認決議を経るため。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．事業者に対する差止請求等申入活動 

１）ＡＤＷ株式会社(リサイクル業者) 

   ２）株式会社 Triple Ｒ(リサイクル業者) 

  ３）ワンニャンハウス株式会社（ペット業者） 

   ４）ツリーベル株式会社（ゴルフ練習場） 

   ５）わしょクック株式会社（料理教室） 

６）株式会社グラングレス 

（ファッションレンタルサービス事業者） 

   ７) プレミアムウオーター株式会社 

８）株式会社タスカジ（家事代行等事業者） 

９）株式会社ベストブライダル（結婚式場運営業者） 

 

2022.04.19 

 

2022.05.30 

 

2022.06.17 

 

2022.08.25 

 

2022.10.17 

 

2022.12.16 

 

2023.02.20 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

かながわ県民 

 センター 

神奈川県司法

書士会館  

かながわ県民 

センター 

かながわ県民 

センター 

かながわ県民 

センター 

かながわ県民 

センター 

かながわ県民 

センター 

 

 

主たる事務所 

同上 

同上 

同上 

同上 

同上 

 

主たる事務所 

同条 

同上 

   

理事 14 名、 

事務局 4 名 

理事 14 名、監事

1 名、事務局 5 

理事 14 名、 

事務局 4 名 

理事 16 名、 

事務局 5 名 

理事 14 名、 

事務局 5 名  

理事 16 名、 

事務局 4名 

理事 16名 

 事務局 5名 

 

 

事務局 1名 

事務局 1名 

事務局 1名 

事務局 1名 

事務局 1名 

事務局 1名 

 

事務局１名 

事務局１名 

事務局 1名 

 

0 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

605 

 



 

 

 

 上記のうち提訴に至った事案  

１）ＡＤＷ株式会社 

   ２）ワンニャンハウス株式会社 

 

 

主たる事務所 

主たる事務所 

 

検討委員１名 

事務局 １名 

 

消費者問題に

関する情報収

集、及び情報提

供事業並びに

啓発普及事業 

電話、ＦＡＸ及びホームページによる被害情報の収集 年間を通じて

適宜 

主たる事務所 事務局１名  0 

差止請求権の行使の経過と結果をホームページ等で公表 

 

年間を通じて

適宜 

主たる事務所 

 

理事 1名 

事務局 1名 

0 

 

 

 

（２）差止請求関係業務以外の業務 

業務名 

(定款に記載した業務) 
業務内容の詳細 

当該業務の 

実施日時 

当該業務の 

実施場所 

従業者の 

人数 

収支計算書の収

入及び支出額 

（単位：千円） 

消費者問題の調査研

究、被害防止、被害救

済及び支援事業 

 

・活動委員会の開催 

   消費者啓発のための学習会の企画   

   問題のある広告表示についての調査活動 

   葬儀お墓等に関するアンケート調査 など 

 

2022.09.26 

2022.10.20 

2022.11.21 

2023.02.21 

2023.02.28. 

WEB開催 

主たる事務所 

   同上 

   同上 

   同上 

委員事務局5名 

委員事務局4名 

委員事務局3名 

委員事務局5名 

委員事務局8名 

収入   0 

支出   0 

 

消費者問題に関する

情報収集及び情報提

供事業並びに啓発普

及事業 

・ホームページによる情報提供等 

   差止請求に関する事業者とのやり取り、学習会の 

  開催などの情報を随時提供した 

 

年間を通じて  

随時 

主たる事務所 理事 1名 

事務局 2名 

収入  0 

支出   0 

 



 

 

 

消費者問題に関する

情報収集及び情報提

供事業並びに啓発普

及事業 

 

 

 

・消費者支援かながわＮＥＷＳの発行 

  ２０２２年秋号「消費者契約法改正の概要」ほか 

  ２０２３年春号「シンポジウム開催報告」ほか 

年２回 

 2022.09 

 2023.02 

主たる事務所 理事 1名 

事務局 2名 

収入  343 

支出  343 

 

・学習会の開催  2023年神奈川県消費者のつどい分科会 

「知って安心！ 葬儀・お墓を考える  

～トラブルを防ぐために～」 

講師：一般社団法人日本エンディングサポート協会 

理事長 佐々木悦子氏   

                 

  2023.02.28 

 

新横浜オルタ

ナティブ生活

館 

ハイブリット

開催 

活動委員 5名 

事務局 3名 

収入  50 

支出  69 

・シンポジウムの開催 

 「その契約、守らなくちゃいけないの？ 

       ～知って得する消費者契約法～」 

 内容 第一部 事例から見るおかしな契約 

      登壇者：小野仁司理事、近藤雅子理事 

    第二部 知って得する消費者契約法 

      講師 消費者市民サポートちば 

          理事長 拝師徳彦氏 

2023.02.04 神奈川県司法

書士会館 

ハイブリット

開催 

理事  ４名 

事務局 ６名 

収入  81 

支出  81 

 

消費者団体・関連諸機

関とのネットワーク

事業 

 

 

 

 

 

 

・横浜市消費経済課との意見交換会の開催 2023.02.18 横浜市役所 事務局 4名 収入  5 

支出  5 

・神奈川県消費生活課と意見交換会の開催 2023.03.15 かながわ県民

センター 

理事 3名 

事務局 4名 

収入   3 

支出  3 

・適格消費者団体連絡協議会への参加 

  令和 4年 9月大会 

   プレ企画①消費者庁執行部門との連携 

       ②差止請求・被害回復訴訟の判決の検討 

 

 

 2022.08.08 

 2022.08.18 

 

 

WEB開催 

WEB開催 

 

 

 

理事 5名 

収入  9 

支出  9 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

       ③役職員交流会 

   本会議  

  令和 5年 3月大会 

   プレ企画①訴訟事案の検討１ 

       ②訴訟事案の検討２ 

       ③役職員交流会 

   本会議 

 2022.08.24 

 2022.09.03 

  

 023.02.16 

 2023.02.25 

 2023.03.02 

 2023.03.11 

WEB開催 

県生協 

 

WEB開催 

WEB開催 

WEB開催 

県生協連 

事務局5名ほか 

 

 

 

理事 4名 

事務局5名ほか 

 

・横浜市消費生活総合センター連携推進会議への参加 

 

 2022.07.20 

 2023.01.12 

 

横浜市消費生活

総合センター 

事務局 1名 収入  2 

支出   2 

・他の適格消費者団体、適格消費者団体を目指す団体と

のメーリングリストを通じた交流、意見交換 

年間を通じて

随時 

 

主たる事務所 理事 4名 

事務局 8名 

収入  0 

支出   0 

 

注 用紙の大きさは，日本産業規格Ａ列 4番とすること。 

 


